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平成 19年 寝空物的崎臨部会第 13回 閣盆報告

日時  平 成 19年 6月 7日 の

午後3時 村3時 30分

場所  東 京震業大学2暑 館3階

国際農業開発学科会議室

出席  約 20名

譲

1 桝 井部会長が平成18年 度事業報告を行

い全員賛成にて承認さ伍

事業内容 :き脇撻細 □、幹事会4回 、講演

会3回 、書暖革ュス発行3回 。

2足 達幹事 億 溺 堅含)が平成18年 度会計

報告を、出中監査役の監査結果の報告 (平

生物的防除吉8会ニュース b10.33b10.33                                (1)

岡幹事が代読》を行しヽ 全員賛成にて承認

された

桝井書8会長が平成19年 度事業計画説明

を行い、全員賛成にて承認さ伍

事業内容 :書隔膨ヨ 回、幹事会4回 、講演

会3回 、古8会ニュス発行3□ 。

足郵 平成19年 度予弾案罰 明吹

全員賛成にて承認された

鋼

1)桝井郡会長より、書8会にて発行している

ニュースを有効に活用するため、購読者

を募集 (有料)す る旨の説明があり、会

員より会員配布用とは居」にしたほうが

よいと帥 された

9会 員より、会員への連絡をメールで行つ

てはとの提案があつたち出預節減にもな

り、書韓 にてお遍まする

平成18年 度会計報告

収入の部

平成19年 度予算報告

収入の部

４

　

５

項 目 予軍観 l決臣樹 理観 儲

前年度観越 2152861215286

会費 315111!315110 湧 lヽSほ f臥 略

邸一鵬
ン

計 ?6a286:田αコ6 m430

項目 本年度予司前年度予封lJRt

前年度繰越 1節 36e1  215286

会費 e151CE 315脚01法人拒は、個人略

限 60Culi  3811Xll欝温会争加費等

軌成金 卸 正01 2mlXH31総 合研究所AL」助成

汁 71●36e1   760286

責出の部

法年度への総越:8Ha716-687348‐ 131368

劇 備

頂日 本年度予封腕 予臣

h―ス鉛仔螢 1的CEltl1 1吼仰01原稿料、頼際費等

舗一鵬一姫一離一難確稜 lllCHX l  lC t ljC販 良、邸師生産代等

予竹腋 1860691 l X12et

計 7063631  7C623t
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東南アジアにおける微生物防除の動向

東京農工大学大学院 共生科学技術研究院

伸井まどか

東南アジアの微生物防除資材の状況について

文献検索をおこなったが出版されているものは

少なかつた。本稿では、おもに Ole Skovllland

(2007)による東南アジアの微生物防除に関する総

説等を引用し、それらを中心に東南アジアにおけ

る微生物学的防除の動向を概説する。また筆者が

これまで研究協力や調査で訪問したベ トナムと

タイの事例について具体例を報告する。

東南アジアの概要

近年、東南アジアは急速に工業化しており、ま

た同時に輸出にむけた農業も発展している。一方、

東南アジアでは、この 20年 くらいの間に大学や

政府関係援助団体などにおいて生物的防除や

Inttgrated Pest Management CPM:総 合的有

害生物管理)への関心が高まっている。東南アジア

における詳 しい生物防除資材の使用量に関する

データはない。(Skovmand,2007)。 世界的な生

物農薬の売 り上げは化学農薬も含めた防除資材

の中で 1%ほ どといわれている (Gelernte、

2005)。東南アジアの国の多くは、研究や行政レ
ベルで IPMや 生物資材に関心が高く、地域で生

産された資材は小規模に普及しているが、微生物

防除資材についての成功例が多いわけではない。
このような状況のもつとも大きな要因は、他の地

域でもよく見られることであるが、研究や政策レ

ベルの目標 と農業の現場でのニーズが一致して

いないことであろう (Skovmand,2007)。

東南アジアの多くの国で微生物防除の研究開

発や普及は、まず地域や国の研究機関や行政など

によるいわゆる 「トップダウン」から始まる。多

くの場合、それらの機関での研究や普及は継続し

て行われている。化学農薬の過剰使用における問

題 (環境や安全性への配慮や抵抗性の発達など)
の対抗手段として生物的防除が有用であると理

解しているからである。

FAO Che Food andApculture Organl,ation

ofthe Umted NathnsPで は、1986年 より東南ア

ジアの害虫防除に力を入れている。この背景には、

イネの害虫である トビイロウンカの被害をはじ

め様々な問題があつた。インドネシア政府は、57

種の化学合成農薬の使用を禁止 じ補助金も打ち

切つた (そのため年間 1億 2000万 ドルの補助金

と農薬購入費が節約できた)。また、FAOが 主体

となり農民への IPM教 育に力が注がれた。具体

的には、Farlllers Fleld Schools(FFOを設け、こ

れを利用 して IPMに ついての教育を行った。

1989年 までに 100万 人の農民がインドネシアだ

けでもFFSに 参加した。FAOは 、さらに東南ア

ジアの他国とインドでもこの活動を展開し、政府

や援助国、NGOと 連携して基本的にその国独自

の IPMプ ログラムを構築する研究を行つた。ま

た、数百万人の農民が FFSに 参加した。これら

の活動については多くの報告がある。しかし、こ

のとき微生物防除資材を使つた IPMも 導入され

ていたにもかかわらず微生物防除資材の使用豊

などの定畳的な情報はほとんどない(Skomand,

2007)。

Skovmand(2007)に よると東南アジアにおけ

る微生物的防除の主要な機関として、そのほかに

The lnternatおnal Rtte Research lnstttute

(IRRID、The Food and Ferthzer ttchnology

Centre(F「 FO,BIOTECが 挙げられる。IRRIは 、
フィリピンに本部を置いて、稲作についての研究

や普及活動を行つているが、品種改良したイネの

開発も行つている。ユ如泌四 カ″ヵ算鉤既其BD

の毒兼タンパク質 (CrylAb/CrylAc)を 組み込ん

だ品種も開発しており、これは最沈即″ 負勢 (シ
ロオオメイガ等のなかま、ツトガ科)効  (ニ

カメイガ等のなかま、ツトガ科),艶 s組 22 Sp

(イネヨトウ等のなかま、ヤガ科)

働切9,2わo砂飾 (コブノメイガ等のなかま、ツト

ガ科),勲 防犯迎防Pa胸 あ epp (メ イガ科)な

どに効果がある。IRRIで は、鴨比e Docttr」など

の情報サービスを開設しているが、イネに対する

穿孔性の害虫には抵抗性品種や化学農薬の使用

を薦めている。

(http:〃wwttLnowledgebank Ⅲ  org/)。IRRI

の重点項目が トランスジェニック植物の開発で

あるためであろう。台湾にあるF「rCは 、農業に

関する教育や情報サービスを行 う機関であるが、

微生物防除や天敵利用に関する研究も行つてい

る。BIOTECは 、タイのバンコクに拠点があり政

府や民間企業が参加する高度な設備を備えた研
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究機関であるが、微生物防除や IPMの 教育ヨー

スも備えている。1996年 より6000株 の昆虫病原

糸状菌を含むカビのコレクションがある。培養菌

株は、液体窒素に保存され、また要請があれば菌

の分与にも答えている。さらに 2007年 からはシ

ロイチモジヨトウArPVの 生産が始まつている。

生物資材の商品化に対して ドイツ政府の機関で

あるGTZ(Cerlllan TbcLnical Coopera的 ェ)が
2∞3年 にColLmorcializatねn of酎碑est山品es in

SoutheastAsiaを 開設した。このプロジェクトは、
バンヨクをベースとして、生物資材 (微生物資材。
フェロモン、天敵など)の 市場を拡大するために

民間企業や政府機関を技術的に援助するもので

ある。大量増殖、製剤化、資材の評価、規制対策、

商 業 的 活 動 な どの技 術 を援 助 して い る

(SXoman軋 2007)。

各日の状況

タイ、マレーシア、ベ トナムの概要を述べる。

タイ:

● Mahido■ UniversityにおいてBtおlaeleneお

の研究が行われている。デング熱やアルボウ

イルスを媒介するハマダラカの防除につい

て研究している。
● Kaseね art U述確的 では、Btの 結晶性毒素

について作用機作や立体構造や特異性など

についての研究が行われている (SXovElai

2007)。

● Natttnal Biological R● oealcL Center

ぶBCROは 、タイ各地に 7箇 所のセンタ
ーを開設しており IPMや 生物防除資材の普

及 について教育や研究 を行 つてい る。

NBCRCは 、1975年 に酎調o数 al COntrolと

IPMの 研究開発と普及を目的として創設さ

れ た 。 Nattnal Research Coll‐ ・1l in

軸劇 and tNRCTPと Kasttart U血 o適iけ

が連携して運営している。その他、M曲 占w
of U由 的ぉily ALirs, 取 山山岐y OF
Agriculme and c00per慈 ふ,Wb由 町 of

Public He証 ↓L mtry OF Sttnce,
■chnobgy and E「 血 IIIIlent,コ過hnd

lnetitute of S血 個h and ttchnOlottal

Research CttTO,Ele碗 け Genem的 昭
Au砧 研iけ 。F Th調 触遭 QGATj, Budgel

Bureau ofthe M血 駈Iy ofFinallceが協力し

ている。NBCRCで は、3-5年 あるいは 10

年スパンの応用的な研究を行つており、その

予算は、国費 岱RCTを 通じて)が 基盤にな
つている。1995年 の予算は、年間 47万 USD

図1 人形を使つた農民への指導.タマゴパチの産卵

について説明している.NBCRC東 北支所ヨンケン大

学

タイ の Thai Department of町劇 価 e

(TDAjで は、核多角体病ウイルス (NPVj、昆

虫病原糸状菌、Btに ついて研究が行われており、

農民への教育や普及、小規模の生物防除資材の生

産 な どの プ ロ ジ ェ ク トが 行 われ て い る

(SkovIIunt 2∞ 7)。 Nuclear Pclyhedrooお

vぃ唖Bmt Plant for lneect Pest Contr01では、

2007年 2月 よリシロイチモジヨトウNPVの 大規

模な生産が行われている。

図2毘 虫病原糸状菌のコレクション.BIOTDC

バンコク

マレーシア:

政府は、1999年 に化学農薬に対する補助金を

削減 したために化学農薬の使用が制限されるこ

とになつた。世界最大のアプラヤンの生産国であ

るマレーシアでは、政府や民間企業が、アプラヤ

シやその他の農作物に対して生物資材の利用に

力を入れている。
● 政 府主導の微生物防除プロジェクトとして、

ヨヨヤンの害虫であるタイフンカプ トムシ

に対する MetttMumの 防除、チョウロ害

虫に対する BT、 財勧筋 Pr2222に対する

コ劣"り 協 あ2競 盟 の防除が行われている。

これは、化学農薬の過剰使用や譲つた使用に

より抵抗性を獲得したため、政府が化学農薬
の使用を制限したためである。降筋p五 カ四

(約5,500万円)で あつた。
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に対するBtの 防除も行われている。
● 2005年 にデング熱の多発が認められたため

Bt eubeP,あ族弗理力の大規模な防除が行わ

れている。化学農薬との併用で力の発生を抑

制する試みであるがこのプロジェク トが将

来的に継続するかどうかは不明である。
● ア メリカ農政局 (USDAlの 資金援助により

ヨ ヨ ア 首 に お け る 働″″ 切 字肋

卯 α切脇(ココアツマキホノガ、ホノガ科)

の防除に コ勢″,り】力を用いた防除が行われ

ている。この害虫に対しては、Btの CIy毒

素を用いた防除についても研究が行われて

いる。
● ク アラルンプールの Insttute for Me血劇

醜 searchで は、マラブア、デング熱、日本

脳炎、フィラリアの防除に Btの 現地分離除

を用いた防除などが行われている。
● マ レーシア政府は、遺伝子組換え微生物や植

物に対するガイ ドラインの作成を行つてい

る (SXovman軋 2007)。

べけ ム:
ベ トナム政府は、Bt、岬 、昆虫病原糸状菌の研

究プロジェクトを農業害虫や力の防除のために

行つている。
● い くつかの研究機関でサイ ドビジネス的に

NPVや Btや カビの研究が行われている。
●  Cuu Lo■ g Delta mtt Resealch IIledtu後で

は、白,2帥リカ や ″物財肋れ囲 の低コスト

生産を行つてお リトビイ■ウンカの防除に

効 果 が あ る こ とが報 告 され て い る。

身盟2リ カは、イネの害虫であると切ね勁祐2

a慨ね (ホノクモヘ リカメムシ、ホノヘ リカ

メムシ科)の 防除にも効果が認められている。

図3ベ トナム南都クーロンデルタイネ研究所で生産さ

れている■を妨 切 製剤.

● Dallleh lnttrnational DevelopBIlent Agency

OttMDAjと In確取揮nt ln8eCt COntrol(民

間企業)の 協力で昆虫病原微生物資材の研究

と小規模な生産とが行われている。このプロ

ジェク トには4つ のベ トナム政府機関が参

加 している (Halloi N就施nal U減 的rei晰

Food and lndustry Research Laborat● Iy2

Natttnal inettm海  of Plant PrOtect由 ■,
Plant Protecttn Departulent)。Bt subsp.

士理 ,attED‐1の生産とフィージビリティー

スタディーが行われ、現在使用されている化

学農薬と価格で競争できることが示された。

遺伝子組換えによりBt eubep角ね擁理力の

遺伝子を組み込んだ藻類の開発が行われて

いる。最終日標は、水中で自己増殖可能な防

除資材を開発することであるが、ベ トナム政

府は遺伝子遺伝子組換え生物 (GMO)に 対

する政策を決定してないためこのプロジェ

ク トの将 来 性 につ い て は不 明 で あ る

(Skomaェ d,2007)。

メコンデルタのカントー市に位置する Can

TLc Umvereiけ では、1999年 より日本の国

際協力事業団 (」ICAlに より 「農学における

環境教育の充実ミニプロジェクト」が行われ、

このプロジェク トの 3つ の トピックの一つ

として 「環境保全型農業の構築」が行われた。
このプロジェク トではハスモンヨトウより

分離 即閃「を分離しその野外圃場での効果を

調査した。ベ トナム分離抹は、日本の分離株

と遺伝子型は異なるが病原力に有意な差は

なかつた (Takatsuka et i,2003)。このベ

トナム分離株を増殖 しカン トー市内のダイ

ズ圃場で効果試験を行つた結果ハスモンヨ

トウの密度 を抑 える効果が認 め られた

いakai and cuc,2000。 さらに2tll16台Fより

新エネルギー ・産業技術総合開発機構

(NEDO)の 援助により東京農工大学との協

力で 「ベ トナムにおける微生物農薬の開発」

が開始されており研究と防除資材の生産が

行 わ れ て い る 。 昆 虫 病 原 糸 状 菌

(〃既勉あ冴,加等)と昆虫ウイルスの生産お

よび製剤化を開発しハスモンヨトウ、シロイ

チモジヨトウ、コナガ等の微生物学的防除を

行う。また、植物病原菌の結抗微生物に関す

る資材の開発と利用に関する研究を行つて

↓ヽる。
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田4.ハスモンヨトウNPVの 散布試験 ペトナム南部の

カントー大学

● ハ ノイ の Natttnal lns伽 胸挽 of Plant

Protectlonでは、昆虫病原糸状菌に関する研

究および生産と普及が行われており、ヨコヤ

ンの害虫である 現し所均防 あ擁 力,に 対

してれをああ冴″辺の散布を行つている。

概して東南アジアで多く使用されているのは

チョウロに効果のあるBT剤 である。しかし、販

売量についての実データはなく使用量はそれほ

ど多くないと推察される。多くの微生物資材は海

外から輸入されており末端の販売会社において

さまざまな商品名やラベルつけて販売されてい

ること、また、これらに関する情報を把握してい

る機関がないこと、などから実データが得られな

いのが現状である (Grる印acz 2003)。

東南アジアにおいて僚生輸防除普及のためのイン

センティブ

1 生 物資材を使用する動機:

化学農薬の過剰使用による環境問題や抵抗性

の発達、また食品の安全性の問題からこの 20年

間に多くの政府や研究者、NGOや 援助機関等に

より生物防除資材に関する研究や普及活動が行

われている。新規の昆虫病原微生物の同定、資材

の生産、製剤化、散布方法についての研究、資材

を使 う生産者に対する教育が行われている。

2ガ イドライン:

東南アジア各国の政府は、生物資材の使用に協

力的である。Bt剤 は、これらの国で一般に入手で

きる研究報告のデータに基づいて登録されてい

る。ベ トナムでは、ひとつの Bt株 につき効果試

験のデータがそのほかのどの株でも登録が取れ

る。東南アジアの中ではフィリピンが、セミオケ

ミカル、生物化学資材、微生物資材、天敵などに

ついてもつとも詳細なガイ ドラインを持つてい

る。
一方、生物資材に比べて、東南アジアでは遺伝

子組換え作物に対する規制は厳しいことが多い。

東南アジアでは、近隣諸国 (特に中国)が 遺伝子

組換え作物をかなり生産しているにも関らずで

ある。生産者が遺伝子組換え作物の生産を許可し

ているのはフィリピンだけである。また、GMO

を用いた実験については、タイ、インドネシア、
ベ トナムなどで許可されている。また、カンボジ

ア、ラオス、インドネシア、マレーシア、ミャン

マー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベ トナ

ム等においてGMOの 食品としての輸入が認めら

れている(SXovllland,2007)。

東南アジアにおける僚生輸防除普及の障害

1.経済的な観点:

農場の規模が小さく化学農薬さえ買えない農

家がある。減農薬による生産をしてもそのような

付加価値の高い農作物の輸出量が意外と少ない

(タイでの電機栽培などは29%)。

2,微生物資材と競台する資材:

否認可の化学農薬が (インドや中国から)非 常

に安価で輸入され市場に出ているためこれらが

生物資材の重要な競争相手となつている。

3輸 入資材と地元生産の資材:

輸入された生物資材は比較的高価である。一方、

国産の生物資材は労働力などのコス トが安いた

め安価に生産されると考えられるが、実際には品

質について問題があることが多く効果が低い場

合がある。

4使 用者(生産者)の教育:

生物防除資材についての使い方が生産者によ

く指導されていないことが多い (FAO,20041。

5。情報の普及1

微生物資材に関する研究報告は多いが、成功例

や失敗例など実際の防除に関する研究報告が少

ない。しかし、これは東南アジアに限つた問題で

はないGkovmand,2007)。

将来の展望

東南アジアにおける農薬市場の拡大にともな

い微生物防除資材についても将来的に増カロする

ことが期待される。FAOや FFrCが 力を入れて
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いるように IPMに 関する生産者の教育が基盤と

してあるので東南アジア以外の地域に比べて普

及が容易であると考えられる。一方、生産コス ト

の問題と製品の品質管理の問題を克服 しなけれ

ば普及は難しいと考えられる (SkovIIland,2007)。

高い品質の防除資材を生産するにはコス トを減

らすことは不可能であるKGelernte■200つ。一方、

生物防除資材の開発や普及には、特定の個人の努

力が主導的に働いてプロジェク トを成功させて

いる例が多い(Gelernte■2005)。

世界の微生物資材の市場は、現在もつとも詳し

いデータがある欧米で 240億 円 (2004年)で あ

る。中国では、微生物防除資材の登録件数は 300

件でありBT剤 だけで48億円(2001)の市場である。

また、日本の微生物防除資材は年間 10億 円とい

われている。東南アジアでは、すでに述べたよう

に微生物資材のデータは不明である。欧米で微生

物防除資材の市場が年々拡大している背景には

食の安全や環境への配慮が高まっていることが

あげられる(Gelernte、200つ。EUで は 1980年代

CAP(農 業共通制作)改 革により環境負荷の軽減

のために農業の粗放化 =有機化が進められおり、

有機農業の栽培面積も飛躍的に増加している。全

世界の有機農業栽培面積は 2400万 ヘクタールで

あるが、全世界の有機農業栽培面積に対するアジ

ア全体の割合はわずかに26%で ある(M調 wa血,
2000。 食の安全と環境に配慮した農業政策が世

界的に拡がることが期待されるとすれば東南ア

ジアにおいても将来的に微生物防除資材の市場

が拡大されることが期待される。

微生物防除が普及するためには、政策的な措置

(厳しい食品安全性基準など)な ど何らかの強力

な動機が必要である。また、実際に微生物的防除

を成功されるためには、研究や行政においてこの

分野にリーダーシップのとれる指導者の存在が

不可欠である。そのような専門家を養成すること

が今後の展望に不可欠である。この分野に貢献す

る専門家の育成には博士課程など大学院レベル

での指導者の教育が非常に有効である。今後、日

本の大学がこの役割を担うべきである。
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講演会のお知らせ

下記の日程にて生物的D5除吉B会の講演会を開催致します。会員の皆様のご参加をお待ち致し

ます。

日時  平 成19年 10月 11日 (木) 午 後3時 ～

場所  東 京農業大学世田谷キャンブ将ス23館 3階  国 際農業開発学科会議室

講演  演 題1.「走査 トンネル顕微鏡によるフェロモン分子の観察」

国際藤林産業研究センター  河 津 差 氏

演題2,「プッシュ ・プル法による作物書虫管理」

一アフリカと東南アジアでの事例から一

東京震業大学 国 際震業開発学科  足 達太郎氏

なお、講演会終了後には、講演者を囲んでの懇親会を予定してしヽます。

是非ご参加ください。

発行 東 京農業大学総台研究所研究会

生物的防除部会 (代表 桝 井昭夫)

〒 156-3502東 京都世日谷区桜丘 1-1-1

TEL 03 5477 2411(直 通)

FAX O争 G47宅 に82

併nttn t3ada申 魯引い


